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・ 正規雇用労働者（正社員）と非正規雇用労働者（パートタイマー、アルバイト

等）との間 

・ 派遣労働者と「派遣先の通常の労働者」との間 

の不合理な待遇の差をなくし、どのような雇用形態を選択しても待遇 

に納得して働き続けられるようなルールを整備し、多様で柔軟な働き 

方を選択できる社会にします。 

１ 長時間の恒常的な荷待ちの改善 
 

発着荷主等の都合による長時間の恒常的な荷待ちは、トラック運転者の長時

間労働の要因となることから、これを発生させないよう努めること。 
 

２ 「改善基準告示」の周知及び遵守への協力 
 
⑴ 運送業務の発注担当者に、改善基準告示を周知し、トラック 

運転者が改善基準告示を遵守できるような着時刻や荷待ち時間 

等を設定すること。 
 

⑵  改善基準告示を遵守できず安全な走行が確保できないおそれ 

  のある発注を貨物自動車運送事業者に対して行わないこと。 

改善基準告示 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

（１）賃金の引上げ 
（２）事業場内で最も賃金が低い労働者の賃金の引上げ（底上げ） 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

道路貨物（トラック）運送業は、 

・ 他の業種に比べて長時間労働の実態にあること、 

 ・ 道路貨物運送業の長時間労働の要因の中には、取引慣行など個々の事業主の努

力だけでは見直すことが困難なものがあること 

から、運転者の負担を軽減し健康に働けるよう、長時間の荷待ちの改善に向け、荷主

の皆様のご理解とご協力が必要不可欠であり、次の事項の協力をお願いします。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

賃金の引上げに向けた取組 

トラック運送における荷主（荷物の出し手、荷物の受け取り

手）・元請運送事業者の取組（協力の要請） 
～ 長時間の恒常的な荷待ちの改善に向けた取組について ～ 

同一労働同一賃金の新しいルール（令和３年４月改正） 

～ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保について ～ 

【 

要
請
事
項 

】 

【別添参照】 



 

 

賃金の 
 

引上げ 
 

 

・ 賃上げ促進税制 

・ 業務改善助成金 

・ キャリアアップ助成金 

・ 事業再構築補助金 

・ ものづくり補助金 

・ ＩＴ導入補助金 

 

【 情報提供 】 
 

① 賃金引き上げ特設ページ 

賃金引き上げに向けた取組事 

例、地域・業種・職種ごとの平 

均的な賃金検索、賃金引き上げ 

に向けた政府の支援情報などを提供します。 
 

② 最低賃金特設サイト 

最低賃金に関する解説、全国 

の最低賃金一覧、業務改善助成 

金などの情報を提供します。 
 

③ 「しわ寄せ」防止特設サイト 

大企業・親事業者による長時 

間労働の削減等の取組が、下請 

等中小事業者に対する適正なコ 

スト負担を伴わない短納期発注、急な仕様変

更などの「しわ寄せ」を生じさせている場合

があるので、これを防止するための様々な情

報を提供します。 
 

④ 適正取引支援サイト 

労務費の転嫁にかかる価格交 

渉について、発注者及び受注者 

がそれぞれ取るべき行動及び求 

められる行動を１２の行動指針として取り

まとめた「価格転嫁指針」ほか様々な情報を

提供しています。 

 

【 相談窓口 】 
 

① 労務管理、助成金など労働関係 「 奈良働き方改革推進支援センター 」→→ 
 

② 経営相談 「 奈良県よろず支援拠点 」→→→ 
 

③ 取引上の悩み相談 「 下請かけこみ寺 」→→→→→→→→→ 

 

【 行政機関による取組 】 
 

① 厚生労働省、労働基準監督署 

・ 事業場に賃金引上げの検討 

 を要請します。 

 ・ 助成金、相談窓口の設置等 

の支援施策を実施します。 
 

② 中小企業庁 

・ 補助金、相談窓口、裁判外 

紛争解決手続（ADR）等の 

支援施策を実施します。 
 

③ 公正取引委員会 

・ 価格転嫁指針を策定し、公 

正な競争を阻害するおそれが 

ある場合には、独占禁止法及 

び下請代金法に基づき厳正に対処します。 

賃金の引上げに向けた取組（概要） 
（令和６年４月） 

 

 

大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、下請

等の中小企業・小規模事業者に対する 

・ 適正なコスト負担を伴わない短納期発注 

・ 急な仕様変更 

・ 人員派遣の要請 

・ 附帯作業の要請 など 

の「しわ寄せ」を生じさせている場合があります。 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業場内で最も賃金 

が低い労働者の賃金 

の引上げ（底上げ） 

中小企業・小規模事業者 

大企業・親事業者 

賃金引上げを妨げる要因の排除 

⇒ 取引慣行の見直しなど  


